（様式第１）

番　　　　　号
年　　月　　日
独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構
　理事長　　　　　　　　　殿
申請者
住　所

名　称


代表者等名　　　　　　　　印
平成　　年度研究協力事業費助成金交付申請書
　上記の件について、研究協力事業費助成金の交付を受けたいので、研究協力事業費助成金交付規程第８条第１項の規定に基づき、下記のとおり申請します。
記
　１．助成事業の名称
　２．助成事業の概要
　３．助成事業実施計画書（別添）
　　　（提案公募型開発支援研究協力の場合は別添１）

　　　（提案公募型開発支援研究協力以外の場合は別添２）

　４．助成事業に要する経費の額
　５．助成対象経費の額
　６．助成金交付申請額

　７．助成率
　８．助成事業の開始及び完了予定年月日
　　　　開始年月日　　　　　　平成　　年　　月　　日
　　　　完了予定年月日　　　　平成　　年　　月　　日
　９．その他、機構が指示する書面
　（注）用紙の大きさは、日本工業規格Ａ列４判とすること。
独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構の研究協力事業費助成金は、経済産業省が定めた研究協力事業費補助金交付要綱第４条に基づく国庫補助金を研究協力事業をしようとする方に交付するものです。

（別添１）
１．事業名

２．所要資金規模

３．実施期間

４．共同研究コンソーシアムの構成メンバー


（共同研究を行う各メンバーについて、申請された事業を共同して行うことが確認できる文書を添付のこと。）

５．事業目的、意義

６．事業概要


（１）概要


（２）技術要素


（３）事業の新規性


（４）実用化の見通し


（５）緊急性


（６）当該国産業の競争強化への寄与度

　　（７）実施工程表

７．所要資金内訳


（１）総括表
（単位：円）

	助成金対象経費の内訳
	助成事業に

要する経費
	助成対象経費
	助成金額

	
	
	
	

	合　　計
	
	
	



（２）明細表
（単位：円）

	助成金対象経費の内訳
	助成事業に要する経費の内訳
	助成対象経費
	助成金額

	
	
	
	

	合　　計
	
	
	


　(注)助成金額は、定額助成の場合は、助成対象経費と同額とし、助成率を定めた事業の場合は、区分ごとの助成対象経費の額に助成率を乗じて得た額とし、千円未満の端数は切り捨てとする。
８．事業実施体制


（１）共同研究コンソーシアムの組織及び管理体制

①共同研究の研究開発責任者

②組織図

③主たる研究実施場所

④構成メンバーの事業分担、予算分担

⑤経理責任者


（２）研究者氏名及び主たる研究経歴

（別添２）
平成　年度　助成事業実施計画書


団体名：

１．助成事業実施計画


（１）実施計画の細目（手法・手段・研究場所等）


（２）実施期間


（３）実施計画日程

２．研究体制


（１）研究組織及び管理体制


（２）研究者氏名及び人員（役職、研究項目別担当）


（３）経理担当者及び業務担当者の所属、氏名


（４）他からの指導・協力者名及び指導・協力事項


（５）その他

３．経費の四半期別発生予定額表（４．積算（１）総括表の大項目による。）

４．積算


（１）総括表
（単位：円）

	助成金対象経費の内訳
	助成事業に

要する経費
	助成対象経費
	助成金額

	
	
	
	

	合　　計
	
	
	



（２）明細表
（単位：円）

	助成金対象経費の内訳
	助成事業に要する経費の内訳
	助成対象経費
	助成金額

	
	
	
	

	合　　計
	
	
	


(注)助成金額は、定額助成の場合は、助成対象経費と同額とし、助成率を定めた事業の場合は、区分ごとの助成対象経費の額に助成率を乗じて得た額とし、千円未満の端数は切り捨てとする。

（様式第２）

番　　　　　号
年　　月　　日
申請者の名称及び
　代表者等名　あて
独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構

理事長名　　　　　　　　　　　
平成　　年度研究協力事業費助成金交付決定通知書
　平成　年　月　日付け第　　　　号をもって申請がありました平成　年度研究協力事業費助成金については、下記のとおり交付することに決定したので、研究協力事業費助成金交付規程第９条第２項の規定に基づき通知します。
記
１．助成金の対象となる事業の名称及び内容
　　平成　年　月　日付け第　　号をもって申請があったとおりとする。
２．助成事業に要する経費の額、助成対象経費の額及び助成金の額は次のとおりとする。
　　　　助成事業に要する経費の額　　　金　　　　　　　　　　円
　　　　助成対象経費の額　　　　　　　金　　　　　　　　　　円
　　　　助成金の額　　　　　　　　　　金　　　　　　　　　　円

　　　　助成率
　ただし、助成事業の内容が変更された場合において助成事業に要する経費の額、助成対象経費の額又は助成金の額に変更が生じたときは、別に通知するところによるものとする。
３．助成事業に要する経費の額及び助成対象経費の額の配分並びにこれらに配分された経費の額に対応する助成金の額の区分は、申請書の記載のとおりとする。
４．助成金の額の確定は、助成対象経費の区分ごとに配分された経費の実支出額に助成率を乗じて得た額と配分された経費ごとに対応する助成金の額とのいずれか低い額の合計額とする。
５．助成事業者は、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和30年法律第179号）以下「適正化法」という。）、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律施行令（昭和30年政令第255号）及び研究協力事業費助成金交付規程（以下「交付規程」という。）の定めるところに従わなければならない。

　　　なお、これらの規定に違反する行為（虚偽の申請・報告、他の公的助成・委託制度等との重複交付など）がなされた場合、次の措置が講じられ得ることに留意すること。

（1） 交付規程第20条の規定による交付の取消、第21条の規定による助成金の返還及び加算金の納付

（2） 適正化法第29条から第32条までの規定による罰則。

（3） 相当の期間助成金の全部又は一部の交付決定を行わないこと。

（4） 機構の所管する契約について、一定の期間指名等の対象外とすること。

（5） 助成事業者等の名前及び不正の内容の発表。

６．助成金に係る消費税及び地方消費税相当額については、交付規程第22条の定めるところにより消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額が明らかになった場合には、当該消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額を減額することとする。

７．研究協力事業費助成金交付規程第10条に定める条件を遵守すること。

独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構の研究協力事業費助成金は、経済産業省が定めた研究協力事業費補助金交付要綱第４条に基づく国庫補助金を研究協力事業をしようとする方に交付するものです。

(様式第３)

番　　　　　号
年　　月　　日
独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構
　理事長　　　　　　　　　殿
申請者
住　所

名　称


代表者等名　　　　　　　　印
平成　　年度研究協力事業費助成金に係る事故報告書
　上記の件について、研究協力事業費助成金交付規程第１０条第６号の規定に基づき、下記のとおり報告します。
記
１．助成事業の名称

２．助成事業の現在の進捗状況
３．事故の原因及び内容
４．事故に係る金額
５．事故に対してとった措置
６．今後の助成事業の遂行及び完了の予定

独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構の研究協力事業費助成金は、経済産業省が定めた研究協力事業費補助金交付要綱第４条に基づく国庫補助金を研究協力事業をしようとする方に交付するものです。

（様式第４）

番　　　　　号
年　　月　　日
独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構
　理事長　　　　　　　　　殿
申請者
住　所

名　称


代表者等名　　　　　　　　印
平成　年度研究協力事業費助成金に係る事業実績報告書

上記の件について、研究協力事業費助成金交付規程第１０条第８号の規定に基づき、下記のとおり報告します。
記
１．実施した助成事業の名称及び内容

（１）助成事業の名称

（２）助成事業の内容

（３）重点的に実施した事項

（４）助成事業の効果
２．助成事業の収支決算

（１）収入
（内　訳）

（２）支出
（イ）総括表　　（別紙１）
（ロ）経費の内訳（別紙２）
（３）当該年度に財産を取得しているときは、助成金交付規程第17条の規定に基づき、様式第１１による取得財産等明細表を添付すること。

（注）仕入控除税額を減額して報告する場合は、次の算式を明記すること。
助成金所要額－消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額＝助成金額 
独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構の研究協力事業費助成金は、経済産業省が定めた研究協力事業費補助金交付要綱第４条に基づく国庫補助金を研究協力事業をしようとする方に交付するものです。

（別紙１）

（イ）総括表

　　助成率：

（単位：円）

	助成対象経費の区分
	助成事業に要した経費
	助　成　対　象　経　費
	助成金充当額

	
	計画額
	実績額
	計画額
	流用額
	流用後額
	実績額
	交付決定額
（注１）
	実績額
（注2）

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	合　計
	
	
	
	
	
	
	
	


（注1）：助成対象経費の流用後額に助成率を乗じて得た額とし、1円未満の端数は切り捨てとする。
（注2）：助成対象経費の流用後額又は実績額のうち、いずれか低い額に助成率を乗じて得た額とし、1円未満の端数は切り捨てとする。

（別紙２）

（ロ）経費の内訳

　　助成率：
（単位：円）

	助成対象経費の区分
	実績額

	
	助成対象経費
	助成金充当額


	１．
現地調査費

(1)
旅費

(2)
直接人件費

２．
研究費

(1)
直接人件費

(2)
その他研究費

３．
設備費

(1)
機械装置等

(2)
土木建築工事費

(3)
保守費

(4)
改造修理費

(5)
消耗品費

４．　 研究者受入費

(1)
旅費等

５．
成果普及費

(1)
成果報告費

６．
委員会経費

(1)
委員謝金

(2)
委員旅費

(3)
会議費

(4)
資料作成費

７．
報告書作成費等

(1)
報告書作成費

(2)
事務諸費
	
	

	合　計
	
	


（様式第５）

番　　　　　号
年　　月　　日
独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構
　理事長　　　　　　　　　殿
申請者
住　所

名　称


代表者等名　　　　　　　　印
平成　年度研究協力事業費助成金交付申請取下げ届出書
平成　年　月　日付け第　　　号をもって交付の決定の通知を受けた平成　年度研究            協力事業費助成金の交付の申請は、下記のとおり取り下げることとしたので、研究協力事業費助成金交付規程第１０条第１７号の規定に基づき届け出ます。
記
１．助成事業の名称
２．交付申請の取下げ年月日
３．交付申請の取下げ理由
４．取り下げられた交付の申請に係る助成事業に要する経費及び助成金の額

（１）助成事業に要する経費

（２）助成金の額
（注）用紙の大きさは、日本工業規格Ａ列４判とすること。

独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構の研究協力事業費助成金は、経済産業省が定めた研究協力事業費補助金交付要綱第４条に基づく国庫補助金を研究協力事業をしようとする方に交付するものです。

（様式第６）

番　　　　　号
年　　月　　日
独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構
　理事長　　　　　　　　　殿
申請者
住　所

名　称


代表者等名　　　　　　　　印
平成　年度研究協力助成事業計画変更承認申請書
平成　年　月　日付け第　　　号をもって交付の決定の通知を受けた平成　年度研究協力助成事業を下記のとおり変更したいので、研究協力事業費助成金交付規程第１２条第１項の規定に基づき承認を申請します。
記
１．助成事業の名称
２．計画変更の内容
３．計画変更の理由
４．計画変更が助成事業に及ぼす影響
５．計画変更後の費用の配分（新旧対比のこと。）
６．同上の算出根拠
（注）１．中止又は廃止にあたっては、中止又は廃止後の措置を含めてこの様式に準じて申請すること。

２．助成事業の全部又は一部の中止にあっては、その後の措置について記載すること。
３．用紙の大きさは、日本工業規格Ａ列４判とすること。

独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構の研究協力事業費助成金は、経済産業省が定めた研究協力事業費補助金交付要綱第４条に基づく国庫補助金を研究協力事業をしようとする方に交付するものです。

（様式第７）

番　　　　　号
年　　月　　日
独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構
　理事長　　　　　　　　　殿
申請者
住　所

名　称


代表者等名　　　　　　　　印
平成　年度研究協力助成事業計画変更届出書
平成　年　月　日付け第　　　号をもって交付の決定の通知を受けた平成　年度研究協力助成事業を下記のとおり変更したいので、研究協力事業費助成金交付規程第１２条第４項の規定に基づき届け出ます。
記
1． 助成事業の名称

２．計画変更の内容

３．計画変更の理由

４．計画変更が助成事業に及ぼす影響
（注）１．計画変更の内容は、何をどのように変更するのか、できるだけ詳細に記入すること。

２．計画変更の理由は、できるだけ詳細に記入すること。
３．用紙の大きさは、日本工業規格Ａ列４判とすること。

独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構の研究協力事業費助成金は、経済産業省が定めた研究協力事業費補助金交付要綱第４条に基づく国庫補助金を研究協力事業をしようとする方に交付するものです。

（様式第８）

番　　　　　号
年　　月　　日
独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構
　理事長　　　　　　　　　殿
申請者
住　所

名　称


代表者等名　　　　　　　　印
平成　年度研究協力助成事業承継承認申請書
平成　年　月　日付け第　　　号をもって、
                                 　　　　　　　　　　 により、平成　年度研究協力助成事業に係る地位を承継し、助成事業を継続して実施したいので、研究協力事業費助成金交付規程第１３条第１項の規定により、下記のとおり申請します。

記
１．旧助成事業者名
２．助成事業の地位の承継理由
３．助成事業の名称
４．助成事業の内容
５．交付決定通知の日付け及び番号　　　　平成　年　月　日　第　　号
６．交付決定通知書に記載された助成金の額　　　　　　　　　　　　円
７．既に交付を受けている助成金の額　　　　　　　　　　　　　　　円
（注）用紙の大きさは、日本工業規格Ａ列４判とすること。
独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構の研究協力事業費助成金は、経済産業省が定めた研究協力事業費補助金交付要綱第４条に基づく国庫補助金を研究協力事業をしようとする方に交付するものです。

（様式第９）

番　　　　　号
年　　月　　日
独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構
　理事長　　　　　　　　　殿
申請者
住　所

名　称


代表者等名　　　　　　　　印
平成　年度研究協力事業費助成金精算（概算）払請求書
上記の件について、研究協力事業費助成金交付規程第１６条第２項の規定に基づき下記のとおり請求します。
記
１．事業の名称
２．精算（概算）払請求金額（算用数字を使用のこと）
　　　　　　　　　　　　　　円
３．請求金額の内訳（別紙）
４．既受領額
　　　　　　　　　　　　　　円
５．概算払を必要とする理由
６．振込先
独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構の研究協力事業費助成金は、経済産業省が定めた研究協力事業費補助金交付要綱第４条に基づく国庫補助金を研究協力事業をしようとする方に交付するものです。

（別紙）

請　求　金　額　の　内　訳


（単位：円）

	
	助成対象経費の額
	助成金の額

	区　分
	交付決定額
	実績額

（年月日～

　年月日）
	支出見込額

（年月日～

　年月日）
	支払対象額
(確定額)
	前回まで

の受領額
	今　回

請求額

	
	
	
	
	
	
	

	合　計
	
	
	
	
	
	


（様式第１０）
取　得　財　産　等　管　理　台　帳
	区分財産名
	規　格
	数　量
	単　価
	金　額
	取　得
年月日
	保管場所
	備　　　考

	
	
	
	
	
	
	
	


（注）
１．対象となる取得財産等は、取得価格又は効用の増加価格が交付規程第１８条第１項に規定する処分制限額以上の財産とする。
２．財産の区分は、（イ）事務用品、（ロ）事業用備品、（ハ）書籍、資料、（ニ）無体財産権（産業財産権等）、（ホ）その他の物件（不動産及びその従物）とする。
３．数量は、同一規格等であれば一括して差し支えない。単価が異なる場合は分別して記載すること。
４．取得年月日は、検収年月日を記載すること。
独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構の研究協力事業費助成金は、経済産業省が定めた研究協力事業費補助金交付要綱第４条に基づく国庫補助金を研究協力事業をしようとする方に交付するものです。

（様式第１１）
取　得　財　産　等　明　細　表


（平成　　年度）
	区分財産名
	規　格
	数　量
	単　価
	金　額
	取　得
年月日
	保管場所
	備　　　考

	
	
	
	
	
	
	
	


（注）
１．対象となる取得財産等は、取得価格又は効用の増加価格が交付規程第１８条第１項に規定する処分制限額以上の財産とする。
２．財産の区分は、（イ）事務用品、（ロ）事業用備品、（ハ）書籍、資料、（ニ）無体財産権（産業財産権等）、（ホ）その他の物件（不動産及びその従物）とする。
３．数量は、同一規格等であれば一括して差し支えない。単価が異なる場合は分別して記載すること。
４．取得年月日は、検収年月日を記載すること。

独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構の研究協力事業費助成金は、経済産業省が定めた研究協力事業費補助金交付要綱第４条に基づく国庫補助金を研究協力事業をしようとする方に交付するものです。

（様式第１２）

番　　　　　号
年　　月　　日
独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構
　理事長　　　　　　　　　殿
申請者
住　所

名　称


代表者等名　　　　　　　　印
平成　年度研究協力事業費助成金に係る財産処分承認申請書
上記の件について、下記のとおり取得財産等を処分したいので、研究協力事業費助成金交付規程第１８条第３項の規定に基づき承認を申請します。
記
１．助成事業の名称
２．品目及び取得年月日
３．取得価格及び時価
４．処分の方法
５．処分の理由
独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構の研究協力事業費助成金は、経済産業省が定めた研究協力事業費補助金交付要綱第４条に基づく国庫補助金を研究協力事業をしようとする方に交付するものです。

（様式第１３）

番　　　　　号
年　　月　　日
申請者の名称及び
　代表者等名　あて
独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構

理事長名　　　　　　　　　　　
平成　年度研究協力事業費助成金交付決定の中止（廃止）承認通知書
平成　年　月　日付け第　　　号をもって　　　　　　　　に対し平成　年度上記助成金の交付の決定を行ったが、平成　年　月　日付け第　号による申請を審査した結果、その交付の決定の全部（一部）の中止（廃止）を承認しますので、研究協力事業費助成金交付規程第１９条第２項の規定に基づき、下記のとおり通知します。

記
１．助成事業の名称
２．交付決定を中止（廃止）した助成事業者に対する交付決定額
３．交付決定の中止（廃止）に伴う金額及び年月日
４．交付決定を中止（廃止）を承認した理由
５．助成金の既支払額
（注）取消しにあたっては、この様式に準じて通知を行うこと。

独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構の研究協力事業費助成金は、経済産業省が定めた研究協力事業費補助金交付要綱第４条に基づく国庫補助金を研究協力事業をしようとする方に交付するものです。

（様式第１４）

番　　　　　号
年　　月　　日
独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構
　理事長　　　　　　　　　殿
申請者
住　所

名　称


代表者等名　　　　　　　　印
平成　年度研究協力事業費助成金返還報告書（取消に係るもの）
平成　年　月　日付け第　　　号をもって通知を受けた　　　　に対する平成　年度上記助成金の交付決定の取消しに伴い、当該取消しに係る部分の助成金を返還したいので、研究協力事業費助成金交付規程第２１条第４項の規定に基づき、下記のとおり報告します。

記
１．交付決定の取消の年月日
２．既に交付を受けている助成金の額
３．返還すべき金額及び年月日
４．返還した金額及び年月日

（１）返還金

（２）加算金

（３）延滞金
５．加算金の算出根拠
６．延滞金の算出基礎
７．未返還金額

（１）返還金

（２）加算金

（３）延滞金

独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構の研究協力事業費助成金は、経済産業省が定めた研究協力事業費補助金交付要綱第４条に基づく国庫補助金を研究協力事業をしようとする方に交付するものです。

（様式第１５）

番　　　　　号
年　　月　　日
独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構
　理事長　　　　　　　　　殿
申請者
住　所

名　称


代表者等名　　　　　　　　印
平成　年度研究協力事業費助成金返還報告書（確定に係るもの）
平成　年度助成金の額の確定を受けたことに伴い、既に交付を受けている助成金のうち当該確定額を超える部分について返還したいので、研究協力事業費助成金交付規程第２１条第４項の規定に基づき、下記のとおり報告します。

記
１．助成事業の名称
２．助成金確定通知額及び年月日
３．既に交付を受けている助成金の額
４．返還すべき金額及び年月日
５．返還した金額及び年月日
（１）返還金
（２）延滞金
６．延滞金の算出基礎
７．未返還金額
（１）返還金
（２）延滞金

独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構の研究協力事業費助成金は、経済産業省が定めた研究協力事業費補助金交付要綱第４条に基づく国庫補助金を研究協力事業をしようとする方に交付するものです。

（様式第１６）

番　　　　　号
年　　月　　日
独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構
　理事長　　　　　　　　　殿
申請者
住　所

名　称


代表者等名　　　　　　　　印
平成　年度消費税及び地方消費税の額の確定に伴う報告書
　上記の件について、研究協力事業費助成金交付規程第２２条第１項の規定に基づき、下記のとおり報告します。

記
１．助成事業の名称
２．助成金確定通知額　　　　　　　　　　　　　　　　円
３．助成金の交付の決定時における消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額
            　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円
４．消費税及び地方消費税の額の確定に伴う助成金に係る消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額

                  　　　　　　　　　　　　　　　　　円
５．助成金返還相当額（４．－　３．）　　　　　　　　 円
（注）別紙として精算の内訳を添付すること。

独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構の研究協力事業費助成金は、経済産業省が定めた研究協力事業費補助金交付要綱第４条に基づく国庫補助金を研究協力事業をしようとする方に交付するものです。

（別紙）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　略

